
議案第６９号 

                          

 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 

緊急執行を要した下記のことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

  平成２３年５月２日提出 

 

 

                                 さ い たま 市長  清  水  勇  人 

 

記 

 

 

 平成２２年度さいたま市一般会計補正予算（第９号） 



専決第１５号 

                          

専  決  処  分  書 
 

 平成２２年度さいたま市一般会計補正予算（第９号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

  平成２３年３月２８日 

 

                                  さ い たま 市長  清  水  勇  人   

 

 

 

 

平 成 ２ ２ 年 度 さ い た ま 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ）  

                          

平成２２年度さいたま市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４６０，９７７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ４４４，０７５，９５３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

 

 







第 ２ 表

１　追　加 （単位  千円）

事     業     名 金   額

南浦和コミュニティセンター外16施設管理運営
事業

16,117

交通安全施設設置及び維持管理事業 2,500

恭慶館・氷川の杜文化館管理運営事業 1,260

保養施設管理運営事業 9,048

六日町山の家管理運営事業 11,800

2 企画費 市民活動サポートセンター管理運営事業 2,058

5 区政振興費 区役所管理事業 5,427

9 危機管理費 災害応急対策事業 49,753

2 障害者福祉費 障害者施設管理運営事業 23,500

4 児童福祉費 子育て支援推進事業 120

4 衛  生  費 2 清掃費 西部環境センター維持管理事業 1,733

自動車駐車場管理事業 15,000

都市公園等管理事業 87,500

警防業務推進事業 4,326

 消防施設等維持管理事業 1,500

2 小学校費 施設等維持管理事業 20,634

3 中学校費 施設等維持管理事業 45,800

4 高等学校費 施設等維持管理事業 24,266

生涯学習総合センター管理運営事業 5,110

文化財保護事業 915

体育館管理運営事業 5,967

武道館管理運営事業 954

4 都市計画費

教  育  費10

保健体育費7

消防費1

6 社会教育費

民  生  費3

消  防  費9

8 土　木　費

繰　　越　　明　　許　　費　　補　　正

款 項

2 総  務  費

1 総務管理費



２　変　更 （単位  千円）

事 業 名 金 額 事 業 名 金 額

保育所管理運営事
業

17,067
保育所管理運営事
業

26,760

児童センター管理
運営事業

9,376
児童センター管理
運営事業

9,726

放課後児童健全育
成施設整備事業

8,760
放課後児童健全育
成施設整備事業

10,260

補 正 前 補 正 後
款 項

児童福祉費43 民　生　費



第３表

追　加 （単位　千円）

事　　　　　         　項 期　　　間 限　　　度　　　額

栄小学校仮設校舎賃借料
平成２２年度から
平成２５年度まで

５００，０００

債　務　負　担　行　為　補　正



第４表

追　加

5.0％以内
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

障害者福祉施設災害復旧事業

上償還又は低利に借換えする

ことができる。

地　　方 　債 　補 　正

自 治 振 興 災 害 復 旧 事 業 6,500

市民保養施設災害復旧事業 9,000

合にはその債権者と協定する

ものによる。ただし、市財政

の都合により据置期間及び償

還期間を短縮し、もしくは繰

（単位　千円）

償　還　の　方　法

政府資金についてはその融資

条件により、銀行その他の場

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率

22,000

消 防 施 設 災 害 復 旧 事 業 6,000

児童福祉施設災害復旧事業 5,500

都市計画総務災害復旧事業 15,000

公 園 災 害 復 旧 事 業 43,200


